
 

 

株主・お取引先の皆さまへ 

よくあるご質問（FAQ） 

１．今後の主なスケジュールとお手続きのご案内 

Q１ 本株式併合に伴う今後のスケジュールは？ 

A１ ①整理銘柄指定日           2026 年 5 月 22 日 

②当社株式の売買最終日       2026 年 6 月 22 日 

③本株式併合の効力発生日     2026 年 6 月 25 日 

④株主さま宛手続き案内発送日  2026 年 7 月 30 日 

⑤株主さま宛支払い案内発送日  2026 年 9 月 ２９ 日（予定） 

 

Q2 本株式併合によって、保有している株式はどうなるのですか？ 

A2 株式併合とは、複数の株式をまとめて、それより少ない株式とする行為であり、会社法で

定められた手続きです。この行為を行うにあたっては、株主総会での特別決議が必要と

なります。 

今回、株式併合の効力発生により、株主さまが保有されている株式は、イオン株式会社が

買い取ることを決定しており、その買い取りに伴う代金を株主の皆さまへお支払いいた

します。 

 

Q３ 裁判所における端数株式の買い取り価格決定について教えてください。 

A３ ２０２６ 年 ７ 月 ３１ 日付で、裁判所より本株式併合に係る１株あたりの買い取り価格に

ついて決定がなされました。 

 

決定された買い取り価格 ： 1 株あたり 300 円 

 

Q４ 本株式併合に伴う買い取り代金は、いつ頃受け取れますか？ 

A４ 本株式併合に伴う代金の交付は、 

① 口座振込でお受け取りご希望の場合 

⇒2026 年 9 月 30 日を予定しております。 

② 「端数株処分代金領収証」でお受け取りご希望の場合 

⇒支払期間 ： ２０２６ 年 ９ 月 ３０ 日～２０２６ 年 １０ 月 ３０ 日 

 

なお、交付される金額は、2026 年 6 月 24 日時点の当社株主名簿にご登録の株主さ

まの株式数に対し、1 株あたり 300 円を乗じた金額が交付されます。 

 

 

 



 

 

Q５ 本株式併合に伴う買い取り代金の受け取りに必要な手続きはありますか？ 

A５ 株主さまの配当金受け取り方法によっては、別途お手続きが必要になることがあります。 

 

（１）従来、配当金を配当金領収証でお受け取りの株主さま  

①従来同様、「端数株処分代金領収証」等でお受け取りをご希望の場合 

⇒お手続きは不要です 

②口座振込をご希望の場合 

⇒７ 月 30 日に発送いたします「端数株処分代金振込指定書」をご提出ください。 

 

(２)従来、配当金を金融機関口座でお受け取りの株主さま 

 ①配当金の振込指定口座でお受け取りをご希望の場合 

 ⇒お手続きは不要です。 

 ②上記（２）①以外での口座での受け取りをご希望の場合 

 ⇒７ 月 30 日に発送いたします「端数株処分代金振込指定書」をご提出ください。 

 

（３）従来、配当金を証券会社口座でお受け取りの株主さま 

 ①口座振込をご希望の場合 

⇒７ 月 30 日に発送いたします「端数株処分代金振込指定書」をご提出ください。 

 ②「端数株処分代金振込指定書のご提出がない場合」 

 ⇒「端数株処分代金領収書」でのお受け取りになります。 

※証券会社口座へのお振込みはできませんので、ご注意ください。 

 

Q６ 本株式併合に伴う買い取り代金の受け取りに手数料やその他の費用が必要ですか？ 

A６ 手数料など、株主さまのご負担はございません。 

 

Q７ 2026 年 7 月 ３０ 日発送の「手続き案内」とは？ 

A７ 2026 年 6 月 24 日時点の当社株主名簿にご登録の株主さま宛に、本株式併合に伴う

代金のお受け取り方法をご確認いただくための書類をお送りいたします。  ※詳しくは

Q5 をご参照ください。 

 

Q８ 2026 年 ９ 月 29 日発送予定の「支払い案内」とは？ 

A８ 2026 年 6 月 24 日時点の当社株主名簿にご登録の株主さま宛に、本株式併合に伴う

お受け取り代金に関する確認書類（計算書・領収書等）をお送りいたします。 

 

 

 

 



 

 

Q９ 株式数比例配分方式（特定口座や NISA）で、本株式併合に伴う買い取り代金の受け取

りはできますか？ 

A９ 誠に恐縮ではございますが、本株式併合による当社株式の非上場化に伴い、株式数比例

配分方式（特定口座や NISA）による振込指定は自動的に解除され、お受け取り方法は、

処分代金領収証を用いたゆうちょ銀行窓口での現金受け取りに変更となります。 

①株主さまのお手続きにより、受け取り方法を株主さまご指定の銀行口座に変更するこ 

とも可能です。 ※詳しくは Q５をご参照ください。 

②当社株式の非上場化に伴い、当社株式については、他の上場株式等との損益通算や 

損失の繰越控除の適用は受けられません。 

③株主さまご指定の銀行口座でお受け取りになり、その交付金額と取得価額との差額が 

プラスとなる場合（譲渡益が生じる場合）には、原則として確定申告が必要となります。 

※税務上の内容や確定申告の手続きについては、所管の税務署や税理士などの専門 

家へ直接ご相談くださいますようお願いいたします。 

 

Q1０ 確定申告を行うにあたり、取得価額を算出したい。どのように調べればよいですか？ 

A１０ 株式の取得時期や取得価額は、証券会社などから送付される取引報告書でご確認いた

だけます。取引報告書で取得時期や取得価額が確認できない場合は、お取引の証券会

社へお問い合わせください。※過去 10 年以内の取引照会が可能です 

 

Q1１ 調べた結果、どうしても取得価額がわからなかった場合どうすればいいですか？ 

A1１ 上場株式等の取得価額が分からない場合には、譲渡金額の 5％を取得費とすることが

可能です。具体的な税務上の取扱いについては、税務署または税理士などの専門家に

ご確認ください。なお、法令や税制は今後変更される場合がありますのでご注意くださ

い。 

 

Q12 株主優待制度は廃止になるのですか？ 

A1２ 誠に恐縮ではございますが、2026 年 8 月 31 日を基準日とする株主優待より、株主

優待制度を廃止することを取締役会において決議いたしました。長年にわたりご愛顧

いただきました株主の皆さまには、深くお詫び申し上げます。 

当社の株主優待制度が廃止された場合であっても、すでに発行済みの株主優待券につ

きましては、有効期限内で引き続きご利用いただけます。 

 

Q1３ 相続で取得した株式を保有していますが、まだ相続手続きが済んでおりません。 

上場廃止までに相続手続きが完了しなかった場合はどうなりますか？ 

A1３ 上場廃止後であっても、当社の株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にて

相続に関するお手続きが可能です。お手続きの詳細につきましては、下記までお問い

合わせください。【三井住友信託銀行株式会社】TEL:0120-782-031 



 

 

２．非上場化について 

Q1４ 上場廃止はいつですか？ 

A1４ 2026 年 6 月 23 日です。 

 

Q1５ なぜ、非上場化するのですか？ 

A1５ 現状、当社は店舗収益性の低下という課題を抱えており、この課題を克服し持続的な

成長を実現するためには、親会社であるイオン株式会社をはじめとするグループ各社

との間で、経営資源・ノウハウ・人材を一体的に活用し、これまで以上に緊密な連携を進

めていく必要があります。 

完全子会社化により、グループとして機動的かつ最適な経営判断を行うことが可能と

なり、グループ全体としてのシナジー創出を最大化することで、新たな事業領域への参

入や事業機会の拡大に、より積極的に取り組むことができるようになります。 

今回の非上場化は、現状の収益課題に正面から向き合いながら、グループの総合力を

結集して次の成長ステージへ進むための、最善の選択であると考えています。 

 

Q1６ 「端数株式」とはどういう意味ですか？ 

A1６ 「端数株式」とは、株式併合の効力発生日である 2026 年 6 月 25 日以降に、株主さ

まが保有される株式を指します。当社の普通株式 20,000,000 株を 1 株に併合する

株式併合の効力が 2026 年 6 月 25 日に発生しました。これにより、イオン株式会社

以外の株主さまが保有される株式は、1 株未満の端数となります。 

3．お取引について 

Q1７ 当社との取引に何か影響はありますか？ 

A1７ お取引先さまとの既存の契約・取引条件に変更はございません。非上場化は当社の資

本構成に関する変更であり、契約上の権利・義務、支払条件、サービス内容、担当窓口

等は、すべて従来どおり継続される予定です。 

また、契約の相手方（法人格）も変わりませんので、契約書の再締結や変更手続きは、原

則として不要となる見込みです。 

今後とも変わらぬお引き立てを賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

4．その他 

Q1８ 問い合わせ窓口はどこですか？ 

A1８ <株主さまのお問い合わせ先>   

代表番号：03-5566-8215 

 

<お取引先さまのお問い合わせ先>   

当社各担当者へお問い合わせください。 

 


